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（単位：円）

資産の部

  Ⅰ流動資産

    　現金及び預金 315,633,021

    　棚卸資産 4,194,563

    　立替金 666,782

　　　　　　流動資産合計 320,494,366

  Ⅱ固定資産

    　１有形固定資産

         建物 311,293,652

         　減価償却累計額 65,913,207 245,380,445

         構築物 71,828,722

         　減価償却累計額 24,458,081 47,370,641

         機械及び装置 40,680,975

         　減価償却累計額 9,251,398 31,429,577

         車両運搬具 2,893,008

         　減価償却累計額 594,061 2,298,947

         工具器具備品 208,671,732

         　減価償却累計額 65,251,249 143,420,483

         土地 3,360,000,000

　　　　 建設仮勘定 557,803,418

　　　　　　有形固定資産合計 4,387,703,511

    　２無形固定資産

       　電話加入権 1,470,000

　　　　　　無形固定資産合計 1,470,000

    　３その他の資産

         預託金 536,000

　　　　　　その他の資産合計 536,000

　　　　　　固定資産合計 4,389,709,511

　　　　　　　資産合計 4,710,203,877
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貸  借  対  照  表
平成 15年 3月31日現在



（単位：円）

貸  借  対  照  表
平成 15年 3月31日現在

負債の部

  Ⅰ流動負債

    　運営費交付金債務 183,186,762

    　未払金 102,628,114

　　　未払消費税 31,700

    　未払費用 4,551,327

　　　リース債務（短期） 14,616,000

    　預り金 15,747,163

　　　　　　流動負債合計 320,761,066

  Ⅱ固定負債

      リース債務（長期） 56,028,000

    　資産見返負債

        資産見返運営費交付金 57,423,895

        資産見返物品受贈額 32,141,995 89,565,890

　　　その他固定負債

　　　　長期借入金 557,825,000

　　　　　　固定負債合計 703,418,890

　　　　　　　負債合計 1,024,179,956

資本の部

  Ⅰ資本金

    　政府出資金 3,759,863,266

　　　　　　資本金合計 3,759,863,266

  Ⅱ資本剰余金

    　資本剰余金 11,193,583
    　損益外減価償却累計額
（－）

△ 99,604,246

　　　　　　資本剰余金合計 △ 88,410,663

  Ⅲ利益剰余金

14,571,318

　　　　　　利益剰余金合計 14,571,318

　　　　　　　資本合計 3,686,023,921

　　　　　　　　負債資本合計 4,710,203,877
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    　当期未処分利益
         （うち当期総利益270,851
）



（単位：円）

Ⅰ経常費用

 　１研究業務費

      人件費 437,175,177

      外部委託費 11,944,853

      支払リース料 13,364,820

      減価償却費 36,251,631

      水道光熱費 14,692,297

      消耗品費 13,888,776

　　　その他研究業務費 39,316,601

　　　　研究業務費合計 566,634,155

 　２一般管理費

      人件費 134,758,801

      減価償却費 466,260

      保守・修繕費 6,625,685

      水道光熱費 3,628,306

      消耗品費 6,122,979

　　　その他一般管理費 15,160,237

　　　　一般管理費合計 166,762,268

   ３財務費用

　　　支払利息 23,100

　　　　財務費用合計 23,100

          経常費用合計 733,419,523

Ⅱ経常収益

 　運営費交付金収益 695,690,429

 　資産見返負債戻入

      資産見返運営費交付金戻入 3,206,359

      資産見返物品受贈額戻入 31,319,132 34,525,491

 　財務収益

      受取利息 27,251 27,251

 　雑益

 　   財産賃貸収入 18,000

 　   物品受贈益 3,429,203 3,447,203

          経常収益合計 733,690,374

          　　経常利益 270,851

Ⅲ臨時損失

 　固定資産除却損

          臨時損失合計 0

   当期純利益 270,851

   当期総利益 270,851
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損  益  計  算  書
（平成 14年 4月 1日～平成 15年 3月31日）



（単位：円）

Ⅰ

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 105,088,650

人件費支出 △ 541,539,545

その他の業務支出 △ 40,786,797

運営費交付金収入 820,777,000

その他の収入 18,000

小計 133,380,008

利息の受取額 27,251

利息の支払額 △ 11,550

消費税還付金による収入 14,248,507

147,644,216

Ⅱ

有形固定資産の取得による支出 △ 566,040,266

△ 566,040,266

Ⅲ 　

長期借入による収入 557,825,000

リース債務の返済 △ 1,218,000

556,607,000

Ⅳ 138,210,950

Ⅴ 177,422,071

Ⅵ 315,633,021

　　　　　　　4

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日
キャッシュ・フロー計算書

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー



270,851

当期総利益 270,851

積立金 270,851

独立行政法人通則法第４４条
第３項により主務大臣の承認
を受けようとする額
目的積立金 0 0 270,851

　　　5

利益処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益

Ⅱ　利益処分額



（単位：円）

Ⅰ　業務費用 733,374,272

    　損益計算書上の費用

      　業務費 566,634,155

      　一般管理費 166,762,268

23,100 733,419,523

    （控除）

      受取利息収入 △ 27,251

      財産賃貸収入 △ 18,000 △ 45,251

86,480,368

　　　損益外減価償却相当額 44,124,534

　　　損益外固定資産除却相当額 42,355,834

Ⅲ　引当外退職手当増加見積額 △ 11,570,950

Ⅳ　機会費用 28,156,661

　　　政府出資の機会費用 26,093,848

　　　無利子借入金の機会費用 2,062,813

Ⅴ　行政サービス実施コスト 836,440,351
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Ⅱ　損益外減価償却等相当額

行政サービス実施コスト計算書
平成 14年 4月 1日～平成 15年 3月31日

    　　財務費用



重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準
　　費用進行型を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法
　　有形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　建　　　　物 ２～５０年

構　 築   物 ２～６０年
機械及び装置 ２～３０年
車 両 運 搬 具 ５年
工具器具備品 ２～１５年

　　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第７７）の減価償却相当額に
　　ついては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示してお
　　ります。

３．退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法
　　職員の退職手当については財源措置がなされるため、退職手当に係る引当金
　　は計上しておりません。また、行政サービス実施コスト計算書における引当
　　外退職手当増加見積額は、自己都合退職金要支給額の当期増加額に基づき計
　　上しております。

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　貯蔵品
　　最終仕入原価法を採用しております。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
　　決算日（平成１５年３月３１日）における１０年もの国債（新発債）の利回
　　りであって日本相互証券が公表している利率０．７００％を適用して算出し
　　ております。

６．消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
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315,633,021
315,633,021
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　　　　平成１５年３月３１日　　４９９，０９２，６５２円

（重要な債務負担行為）

注記事項

（キャッシュ・フロー計算書関
係）

（貸借対照表関係）
　運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額

平成１３年度補正（２次）予算の施設整備資金貸付金（長期借入金）
により農薬検査高度情報管理施設を建設中ですが、完成は平成１５年
６月末を予定しています。

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
貸借対照表の現金預金残高
キャッシュフロー計算書の資金期末残高

（２）重要な非資金取引
運営費交付金を財源として、理化学機器（７３，０８０，０００
円）を購入する際、ファイナンスリース取引として整理していま
す。



附　　属　　明　　細　　書

独立行政法人農薬検査所

平成１４年度



（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 当期償却額

有形固定資産 建物 0 0 0 0 0 0 0

（償却費損益

内）
構築物 0 14,752,500 0 14,752,500 18,440 18,440 14,734,060

機械及び装置 0 0 0 0 0 0 0

車輌運搬具 2,893,008 0 0 2,893,008 594,061 520,728 2,298,947

工具器具備品 106,305,891 103,215,000 849,159 208,671,732 65,251,249 38,371,123 143,420,483

計 109,198,899 117,967,500 849,159 226,317,240 65,863,750 38,910,291 160,453,490

有形固定資産 建物 370,130,221 0 58,836,569 311,293,652 65,913,207 52,107,047 245,380,445

（償却費損益

外）
構築物 63,357,488 0 6,281,266 57,076,222 24,439,641 13,201,594 32,636,581

機械及び装置 44,454,557 0 3,773,582 40,680,975 9,251,398 5,351,476 31,429,577

車輌運搬具 0 0 0 0 0 0 0

工具器具備品 0 0 0 0 0 0 0

計 477,942,266 0 68,891,417 409,050,849 99,604,246 70,660,117 309,446,603

非償却資産 土地 3,360,000,000 0 0 3,360,000,000 0 0 3,360,000,000

建設仮勘定 0 557,803,418 0 557,803,418 0 0 557,803,418

計 3,360,000,000 557,803,418 0 3,917,803,418 0 0 3,917,803,418

有形固定資産合

計
建物 370,130,221 0 58,836,569 311,293,652 65,913,207 52,107,047 245,380,445

構築物 63,357,488 14,752,500 6,281,266 71,828,722 24,458,081 13,220,034 47,370,641

機械及び装置 44,454,557 0 3,773,582 40,680,975 9,251,398 5,351,476 31,429,577

車輌運搬具 2,893,008 0 0 2,893,008 594,061 520,728 2,298,947

工具器具備品 106,305,891 103,215,000 849,159 208,671,732 65,251,249 38,371,123 143,420,483

土地 3,360,000,000 0 0 3,360,000,000 0 0 3,360,000,000

建設仮勘定 0 557,803,418 0 557,803,418 0 0 557,803,418

計 3,947,141,165 675,770,918 69,740,576 4,553,171,507 165,467,996 109,570,408 4,387,703,511

無形固定資産 電話加入権 1,470,000 0 0 1,470,000 0 0 1,470,000

計 1,470,000 0 0 1,470,000 0 0 1,470,000

その他の資産 預託金 335,000 201,000 0 536,000 0 0 536,000

計 335,000 201,000 0 536,000 0 0 536,000
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摘要差引当期末残高

１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

減価償却累計額

資産の種類



（単位：円）

種　　類 期　首 当期購入・ その他 払出・振替 その他 期末残高 摘　　要
残　高 製造・振替

検査分析用消耗品等 2,518,985 6,037,130 － 4,361,552 － 4,194,563

合計 2,518,985 6,037,130 － 4,361,552 － 4,194,563
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２　たな卸資産の明細

当期増加額 当期減少額
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３　有価証券の明細

　該当事項はありません。



（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資本金 政府出資金 3,759,863,266 0 0 3,759,863,266

計 3,759,863,266 0 0 3,759,863,266

資本剰余金 無償譲与 1,470,000 0 0 1,470,000

施設費 78,079,000 0 0 78,079,000

運営費交付金 536,000 0 536,000
独立行政法人災害補償互助会への預
託金

損益外固定資産除却相当額 0 △ 68,891,417 0 △ 68,891,417
現物出資の化学検査実験棟ほか７棟
及び水田枠解体により発生

計 79,549,000 △ 68,355,417 0 11,193,583

損益外減価償却累計額 △ 55,479,712 △ 70,660,117 △ 26,535,583 △ 99,604,246
現物出資及び施設整備費で取得した
固定資産の減価償却累計額の増加及
び除却による発生

差引計 24,069,288 △ 139,015,534 △ 26,535,583 △ 88,410,663
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区　　分

４　資本金及び資本剰余金の明細及び増減



13

５　目的積立金の取崩しの明細

　当事業年度は目的積立金の取崩しがないため、記載を省略しております。



（単位：円）

交付年度 期首残高 交付金当 期末残高

期交付額

運営費交 資産見返 資本剰余 小　　計

付金収益 運営費交 金

付金

平成１３年度 103,523,691 0 0 26,297,678 0 26,297,678 77,226,013

平成１４年度 0 820,777,000 695,690,429 18,589,822 536,000 714,816,251 105,960,749

合　　計 103,523,691 820,777,000 695,690,429 44,887,500 536,000 741,113,929 183,186,762
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（２）運営費交付金収益の明細

　　業務等の区分を行っていないため、記載を省略しております。

当期振替額

６　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（１）運営費交付金債務の明細



７　役員及び職員の給与費の明細

支給額（円） 支給人員（人） 支給額（円） 支給人員（人）

役　　　員 26,328,033 3 0 0

職　　　員 466,391,645 85 26,559,225 1

合　　　計 492,719,678 88 26,559,225 1

（　注　）

１．役員に対する報酬の支給については、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬等、当法人の

　業務の実績及び中期計画における人件費の見積りその他事情を考慮して定める基準により支給し

　ております。

２．職員に対する給与の支給については、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９

　５号）の適用を受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、当法人の業務の実績及び中

　期計画における人件費の見積りその他事情を考慮して定める基準により支給しております。

　　また、非常勤職員に対する給与については、当法人の所在する地域に適用されている最低賃金

　及び同種の事業所に勤務する従業員の給与等を考慮して定める基準により支給しております。

３．役員について、非常勤監事１名は当法人では報酬を支給していないため、支給人員から除いてお

　ります。

４．職員の支給人員については年間平均支給人員数（小数点以下切捨て）を記載しております。

５．報酬又は給与の支給額は役員報酬、給与、賞与、諸手当及び雑給により構成されており、法定

　福利費及び福利厚生費は含めておりません。
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報 酬 又は 給 与 退　職　手　当区分
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　法人としてセグメント情報を一つとしている為に作成を省略しております。

８　開示すべきセグメント情報



（単位：円）
経常費用

研究業務費
人件費

給与、賞与及び諸手当 358,547,940
法定福利費・福利厚生費 38,155,942
退職金費用 26,559,225
その他人件費 13,912,070 437,175,177

外部委託費
業務委託費 11,827,463
その他委託費 117,390 11,944,853

支払リース料
支払リース料 13,364,820

減価償却費
減価償却費 36,251,631

水道光熱費
電気料 8,665,726
ガス料 1,756,620
水道料 4,259,367
燃料費 10,584 14,692,297

消耗品費
消耗品費 13,888,776

その他研究業務費
賃借料 221,760
保守・修繕費 3,987,912
旅費交通費 8,024,387
備品費 13,709,010
諸謝金 260,000
手数料 2,233,665
その他 10,879,867 39,316,601

一般管理費
人件費

役員報酬 26,328,033
給与、賞与及び諸手当 87,115,966
法定福利費・福利厚生費 14,499,133
その他人件費 6,815,669 134,758,801

減価償却費
減価償却費 466,260

保守・修繕費
修繕費 53,187
保守費 6,572,498 6,625,685

水道光熱費
電気料 1,868,220
ガス料 519,236
水道料 1,240,850 3,628,306

消耗品費
消耗品費 6,122,979

その他一般管理費
支払リース料 1,801,472
賃借料 793,800
旅費交通費 1,125,362
備品費 971,250
諸謝金 2,424,240
手数料 2,903,956
租税公課 74,000
その他 5,066,157 15,160,237

財務費用
支払利息 23,100

経常収益
財務収益

　 受取利息 27,251
雑益

財産賃貸収入 18,000
物品受贈益 3,429,203 3,447,203
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